
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２９年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小湊

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 4292 子育て支援センター管理運営事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 02020900 子育て環境の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030204 民生費・児童福祉費・子育て支援センター費
科目

事業 020000 子育て支援センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図り、 子育て支援の拠点施設として、子育て家庭が抱える育

地域の子育て家庭に対する育児支援を行う 児不安等の相談窓口となり、育児支援のための各種講

座の開催を実施。また、保護者の繋がりを支援するた

めの集いの場の提供、子育てサークル等の活動に対し

て育成

内

・支援を行うなど子育

部

て家庭のニーズに沿っ

評

た

事業を行い、子育て

価

家庭全般の支援を実施

【

している。

ファミリー

二

・サポート・センター

次

事務局を置き、地域

全

】

体で子育てを家庭を支

1

え合う基盤づくりに努

頁

めてい

る。

ＰＬＡＮ－

平

ＤＯ

年度実績及び予定

成

平成27年度　実績 平

２

成28年度　実績

開所

９

日数　294日 開所日

年

数　293日

施設延べ

度

利用者　20,728

　

人 施設延べ利用者　1

行

8,566人　

子育て

政

に関する相談支援 子育

評

てに関する相談支援

各

価

種講座、イベント開催

事

　 各種講座、イベント

業

開催　

  

平成29年

別

度　予定 平成30年度

シ

　予定

子育てに関する

ー

相談支援　

子育てミニ

ト

講座、すくすく育児ラ

実

ンド、すくすくパパ

、

計

シルバー人材センター

対

会員との交流、中高生

象

とのふ

れあい事業等の

評

講座やイベントを開催

価

予定

平成31年度　予

対

定 平成32年度　予定

象



,492 2,393

正規職員 1.1 1.1
人員数

嘱託職員 1.0 1.0
（人）

臨時職員 1.0 1.0

正規職員 7,940.9 7,940.9

人　員 嘱託職員 2,755.0 2,755.0

コスト 臨時職員 1,143.0 1,143.0

計 11,838.9 11,838.9

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 17,961.9 18,329.9

（単位：千円）

平成28年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

各種講座の講師謝礼、託児謝礼
8節  報償費 197

事業に使用する消耗品、交流会等の食糧費、クッキング等の賄材料費

内

、フ
11節 需用費 2

部

94
ァミリー・サポー

評

ト・センター用サポー

価

ト依頼申請書等印刷費

【

シルバー人材センター

二

庭木剪定委託
13節 

次

委託費 19

15節 工

】

事請負費 0

ファミリー

2

サポートネットワーク

頁

全国講習会参加費
19

指

節 負担金補助及び交

 

付金 30

郵便代、電話

標

料、カーペットのクリ

 

ーニング代、ファミリ

名

ー・サポート・
その他

算

5,583
センター補

　

償保険加入保険料、託

　

児保育士賃金等

式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成28年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,123 6,491

国庫支出金 1,820 2,049

特 定 都道府県支出金 1,811 2,049

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 2



委

ト

・事業の成果は上が

託

っているか

・目標に対

費

する達成度は十分か

有

1

 効 性 ・市民生活上

5

の課題解決に貢献して

節

いるか 大変有効

・行政

 

内部の管理上の課題解

工

決に貢献しているか

・

事

事業の目的が達成でき

請

るような事業内容にな

負

っているか

子育て家庭

費

のニーズにあった事業

1

を行うことで評価を得

9

ている。

中高生やシル

節

バー会員との世代間交

 

流を目的とした事業や

負

、父親の育児参加や祖

担

父母向けの講座等子育

金

て中の
評   価

母親

補

の支援者育成のための

助

講座も多数開催してい

及

る。
コメント

また核家

び

族化等により子育てが

交

孤立化する状況のなか

付

で、仲間づくりや気軽

金

に育児相談ができる場

そ

としても有

効。

・成果

の

を落とさずにコストを

他

削減する方法はあるか

Ｃ

効 率 性 ・効率性向

Ｈ

上に努めているか やや

Ｅ

悪化

・使用料などの受

Ｃ

益者負担や補助対象事

Ｋ

業の範囲など、財源確

個

保の余地はないか

子育

別

て支援ニーズに伴う講

評

座開催のための講師謝

価

礼や参加者の託児のた

項

めの保育士賃金、託児

目

謝礼の増加等が

ある。

評

評   価

コメント

振

価

り返り（決算年度の取

観

組み課題）

子育て支援

点

の拠点施設として、子

評

育ての専門家である保

価

育士を複数名配置し、

内

多様な支援事業を実施

容

するほか相談業務や

情

・

報提供を行い信頼され

市

る事業となっている。

民

施設の老朽化と広さ、

の

駐車場の少なさが課題

生

となっている。

命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成29

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

各種講座の講師謝礼、

平

託児謝礼
8節  報償

成

費 214
 

事業に使用

2

する消耗品、交流会等

9

の食糧費、クッキング

年

等の賄材料費、フ
11

度

節 需用費 305
ァミ

当

リー・サポート・セン

初

ター用サポート依頼申

予

請書等印刷費

庭木剪定

算

委託料
13節 委託費

　

19

15節 工事請負

事

費 0

ファミリーサポー

業

トネットワーク全国講

費

習会参加費
19節 負

の

担金補助及び交付金 3

内

0

郵便代、電話料、カ

訳

ーペットのクリーニン

主

グ代、ファミリー・サ

な

ポート・
その他 5,9

節

23
センター補償保険

金

加入保険料、託児保育

額

士賃金等

ＣＨＥＣＫ

個

内

別評価

項目 評価観点 評

容

価内容

・市民の生命・

8

財産を守るため市が実

節

施することが必要不可

 

欠な事業であるか

・行

 

政内部の管理運営上必

報

要な事業であるか

必 

償

要 性 ・市が主体とな

費

り実施すべき事業か 高

1

い

・法的な根拠や公的

1

関与の妥当性はあるか

節

・目的は結果（施策の

 

目指す理想）に結びつ

需

いているか

子育て支援

用

の拠点として、子ども

費

と子育て中の親に寄り

1

添った多様な支援を行

3

っている。開催してい

節

る各種講

座も盛況であ

 

る。
評   価

コメン



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

保護者や地域の子育て力の低下が指摘される中、当該 子育て家庭と子どもに寄り添った、当市の

内

子育て支援

子育て支援

部

施設は、子育て家庭に

評

とって、拠り所とし 施

価

策の中心事業と認識し

【

ている。

て大変有意義

二

な施設であり、今後も

次

保護者に寄り添っ

た支

】

援が必要とされる

外部

4

評価

次年度以降の方向

頁

性

外部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


